
 

 

議  案  第  ２９  号  

 

 

新居浜市建築関係手数料条例の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市建築関係手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

平成２９年３月２日提出  

 

新居浜市長 石 川 勝 行  

 

 

新居浜市建築関係手数料条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市建築関係手数料条例（平成１２年条例第１４号）の一部を次のように改正す

る。  

別表第２の４６の項金額（１件につき）の欄第１号ア中「エネルギーの使用の合理化

等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第７６条第１項に規定する登録建築物調査

機関」を「法第７７条の２１第１項に規定する指定確認検査機関」に、「又は法第７７

条の２１第１項に規定する指定確認検査機関」を「若しくは建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）第１５条第１項に規定する登録建築

物エネルギー消費性能判定機関」に、「場合」を「場合又は住宅の品質確保の促進等に

関する法律第６条第１項に規定する設計住宅性能評価書の交付を受けている場合」に改

め、同号ア（エ）中「に相当する」を「と同一の」に改め、同号イ（ウ）ｂ（ｃ）を次

のように改める。  

（ｃ）非住宅部分について、次に掲

げる審査の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

ⅰ  ⅱに掲げる審査以外の審査

 床面積の合計について、次

に掲げる面積の区分に応じ、



 

 

それぞれ次に定める額 

（ⅰ）３００平方メートル以内

のもの ２６４，３００円 

（ⅱ）３００平方メートルを超

え２，０００平方メートル

以内のもの ４２０，９００

円 

（ⅲ）２，０００平方メートルを

超え５，０００平方メートル

以内のもの ５９８，８００

円 

（ⅳ）５，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メートル

以内のもの ７３４，３００

円 

（ⅴ）１０，０００平方メートル

を超え２５，０００平方メート

ル以内のもの ８６５，５００

円 

（ⅵ）２５，０００平方メートル

を超えるもの ９８７，８００

円 

ⅱ  建築物に係るエネルギーの

使用の合理化の一層の促進そ

の他の建築物の低炭素化の促

進 の た め に 誘 導 す べ き 基 準

（平成２４年経済産業省・国

土交通省・環境省告示第１１９

号）Ⅰの第１の１の１－２た

だし書及び２の２－１ただし

書に定める方法による審査 

床面積の合計について、次に

掲げる面積の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

（ⅰ）３００平方メートル以内

のもの １０５，５００円 

（ⅱ）３００平方メートルを超

え２，０００平方メートル

以内のもの １７６，５００

円 

（ⅲ）２，０００平方メートルを

超え５，０００平方メートル

以内のもの ２８５，６００



 

 

円 

（ⅳ）５，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メートル

以内のもの ３７２，８００

円 

（ⅴ）１０，０００平方メートル

を超え２５，０００平方メート

ル以内のもの ４４８，０００

円 

（ⅵ）２５，０００平方メートル

を超えるもの ５２５，５００

円 

別表第２の４６の項金額（１件につき）の欄第１号イ（エ）を次のように改める。  

（エ）非住宅建築物 次に掲げる審査の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ （ウ）ｂ（ｃ）ⅰに掲げる審査

 床面積の合計について、（ウ）

ｂ（ｃ）ⅰに掲げる面積の区分に

応じ、それぞれ（ウ）ｂ（ｃ）ⅰ

に定める額と同一の額 

ｂ （ウ）ｂ（ｃ）ⅱに掲げる審査

 床面積の合計について、（ウ）

ｂ（ｃ）ⅱに掲げる面積の区分に

応じ、それぞれ（ウ）ｂ（ｃ）ⅱ

に定める額と同一の額 

別表第２の５０の項金額（１件につき）の欄第１号中「関し、エネルギーの使用の合

理化等に関する法律第７６条第１項に規定する登録建築物調査機関若しくは」を「関

し、」に、「登録住宅性能評価機関」を「登録住宅性能評価機関若しくは建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関する法律第１５条第１項に規定する登録建築物エネルギー消

費性能判定機関」に、「、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「、同

法第１２条第１項若しくは第１３条第２項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能適

合性判定、同法」に、「これらの」を「建築物エネルギー消費性能適合性判定又はこれ

らの」に改め、同項を同表５３の項とし、同表４９の項金額（１件につき）の欄中「４８

の項」を「５１の項」に改め、同項を同表５２の項とし、同表４８の項事務の欄中「建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）」を「建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」に改め、同項金額（１件につき）の欄第



 

 

１号ア中「関し、エネルギーの使用の合理化等に関する法律第７６条第１項に規定する

登録建築物調査機関若しくは」を「関し、」に、「登録住宅性能評価機関」を「登録住

宅性能評価機関若しくは建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第１５条第１

項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関」に、「同法」を「住宅の品質確

保の促進等に関する法律」に改め、同号イ（ウ）ａ中「（平成２８年経済産業省・国土

交通省令第１号）第８条第１号イ（１）」を「第１０条第１号イ（１）」に改め、同号

イ（ウ）ｂ中「第８条第１号イ（２）」を「第１０条第１号イ（２）」に改め、同項を

同表５１の項とし、同項の前に次の３項を加える。  

    ４８ 建築物のエ

ネルギー消

費性能の向

上に関する

法律第１２

条第１項及

び第１３条

第２項の規

定に基づく

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

画に係る建

築物エネル

ギー消費性

能適合性判

定 

建 築物エ

ネルギー

消費性能

確保計画

適合性判

定手数料 

次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額とする。 

（１）建築物エネルギー消費性能基準等を定める省

令（平成２８年経済産業省・国土交通省令第１

号）第１条第１項第１号イに規定する一次エネ

ルギー消費量（以下この項において「一次エネ

ルギー消費量」という。）の算定対象となる部

分を有する建築物 次に掲げる審査の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

ア  建築物エネルギー消費性能基準等を定める

省令第１条第１項第１号イに掲げる基準によ

る審査  次 に掲げる主要な用途の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

（ア）工場、倉庫その他エネルギーの使用の状

況に関してこれらに類するものの用途（以

下「工場等の用途」という。）  非住宅部

分（建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第１１条第１項に規定する非住

宅 部 分 を い う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ。）の床面積の合計について、次に掲げ

る面積の区分に応じ、それぞれ次に定める

額 

ａ  ３００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満 ５２，１００円 

ｂ ２，０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満 １２３，２００円 

ｃ ５，０００平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満 １８２，２００円 

ｄ １０，０００平方メートル以上２５，０００

平方メートル未満 ２２５，０００円 

ｅ ２５，０００平方メートル以上 ２７８，３００



 

 

円 

（イ）その他の用途 非住宅部分の床面積の合

計について、次に掲げる面積の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

ａ  ３００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満 ４４４，７００円 

ｂ ２，０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満 ６３４，６００円 

ｃ ５，０００平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満 ７８１，６００円 

ｄ １０，０００平方メートル以上２５，０００

平方メートル未満 ９２３，８００円 

ｅ ２５，０００平方メートル以上 １，０５３，８００

円 

イ  建築物エネルギー消費性能基準等を定める

省令第１条第１項第１号ロに掲げる基準によ

る審査  次 に掲げる主要な用途の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

（ア）工場等の用途 非住宅部分の床面積の合

計について、次に掲げる面積の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

ａ  ３００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満 ４５，７００円 

ｂ ２，０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満 １１５，１００円 

ｃ ５，０００平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満 １７３，３００円 

ｄ １０，０００平方メートル以上２５，０００

平方メートル未満 ２１５，３００円 

ｅ ２５，０００平方メートル以上 ２６７，０００

円 

（イ）その他の用途 非住宅部分の床面積の合

計について、次に掲げる面積の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

ａ  ３００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満 １７６，５００円 

ｂ ２，０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満 ２８５，６００円 

ｃ ５，０００平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満 ３７２，８００円 

ｄ １０，０００平方メートル以上２５，０００

平方メートル未満 ４４８，０００円 

ｅ ２５，０００平方メートル以上 ５２５，５００



 

 

円 

（２）一次エネルギー消費量の算定対象となる部分

を有しない建築物 非住宅部分の床面積の合計

について、（１）イ（ア）に掲げる面積の区分

に応じ、それぞれ（１）イ（ア）に定める額と

同一の額 

        ４９ 建築物のエ

ネルギー消

費性能の向

上に関する

法律第１２

条第２項及

び第１３条

第３項の規

定に基づく

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

画の変更に

係る建築物

エネルギー

消費性能適

合性判定 

建 築物エ

ネルギー

消費性能

確保計画

変更適合

性判定手

数料 

４８の項金額（１件につき）の欄に掲げる建築物の

区分に応じ、それぞれ当該手数料の額の２分の１に

相当する額（当該額に１００円未満の端数があると

きは、これを四捨五入する。）とする。 

        ５０ 建築物のエ

ネルギー消

費性能の向

上に関する

法 律 施 行

規 則 （ 平

成２８年国

土交通省令

第５号）第

１１条の規

定に基づく

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

画の軽微な

変更に該当

するもので

あることに

ついての証

明の申請に

建築物エ

ネルギー

消費性能

確保計画

軽微変更

該当証明

申請手数

料 

４８の項金額（１件につき）の欄に掲げる建築物の

区分に応じ、それぞれ当該手数料の額の２分の１に

相当する額（当該額に１００円未満の端数があると

きは、これを四捨五入する。）とする。 



 

 

対する審査 

    
附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の新居浜市建築関係手数料条例別表第２の４６の項、４７の項及び５１の項

から５３の項までの規定の適用については、この条例の施行の日前に建築物のエネル

ギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）附則第６条の規定によ

る改正前のエネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第

７６条第１項に規定する登録建築物調査機関により交付された書面又は当該登録建築

物調査機関により行われた技術的審査は、それぞれ建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律第１５条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関に

より交付された書面又は当該登録建築物エネルギー消費性能判定機関により行われた

技術的審査とみなす。  

 

提案理由  

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部施行に伴い、建築物エネルギー

消費性能適合性判定事務等に係る手数料を徴収するため、及び引用法令条項のずれが生

じたことによる所要の条文整備を行うため、本案を提出する。  


